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Abstract 

In this study， we discussed on the effect of the reflection on the exercise behavior 

stages utilizing the information communication technology services， such as the Web 

Form and SNS， adcling to the regular physical eclucation class in University. Fifty 

students were participating in the survey. The exercise behavior stages based on the 

Trans-Theoretical Model (1寸M)were significantly progressecl after a semester which 

has nine 01' ten sessions. A1so the selιefficacy for exercise was significantly improved 

after the semester. The results of step-wise multiple reg1'ession analysis inclicated that the 

more stuclents who fe1t the reflection by the Web form were effective， the mo1'e exercise 

behavior stage had been advancing. We concluded that the uti1izing the ICT services to 

reflect the indiviclual physical activities adding to the regular physical eclucation class 

would reinforce the one's physical activity habits. 

Key words: physical activity， information communication technology， trans-theoretical 

model， self-efficacy for exercise， exercise behavior 
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1. はじめに

平成 24(2012)年に文部科学省が策定した

「スポーツ基本吉1-f!Ui Jにおいて，今後5年111]に

総合的かつ計凶(i~に取り組むべき施策のーっと

して. 1"できるかぎり平WJに，成人の週 llITltj

1--のスポーツ実施本が3人に 2人 (65%担皮)• 

迦 311'1 t1，今Lのスポーツ実施率が3人に 1人(30%

l!I¥1支)となることを 1]際とするjことがあげら

れている(文部科学省. 2012)。内閣府が平)JIZ

27 (2015) 1r 6月に実施した調査では，過去 l

1r~ IIUで迎 1FI以上運動-スポーツを実施した成

人の割台は 52.4%. 週 3I~I ttJ二では 25.4%で

あり.平成 25(2013)年 1月の誠査と比べて，

それぞれ 6.3%. 4.7%低下している(内問府，

2015)。

また. 1"スポーツ基本計画jには. 1"運動-身

体活動の主要性を理解しているものの行動に移

せない状況にあることから，行動変容を促すこ

とが求められているjと記されており. 1"行部J

変容」がひとつのキーワードになっている。

大学生の知jnnは成人への入仁!となる時期と重
なり. )主人知jにおける運動習慣獲得にとって重

要な II~J'Wj と考えられるが， Haase et a1. (2004) 

の Ij~1際比較調査で、は， 日本の大学生は一般に抗

奨される頻度 (2週間で 6 での身体活動実

施本が，調査対象とした 23ヶ屈で最も低いと

指摘されている。そのため，最近では大学の体

育授業において. EI'Mi，'の身体活動を促し行動

変容につなげるための介入的な研究が行われて

いる。

荒井ほか (2009) は，男子大学生を対象に，

:illiW)J行動の変容ステージ(以下，運動行動ステー

ジという)に対応して介入する体育授業プログ

ラムを実施し行動科学の安素を取り入れた課

題と f体育の宿題j と H乎ばれる授業時間外にll~

り組む課題が，述動実践に伴う恩恵の維持，運

動行動ステージの前進，およびEI'jぢ身体活動の

実践水準の増加に好ましい影響を与える可能性

を示唆した。また，木内ほか (2009) は，大学

新入生に着 I~l し， を対象に.通常の授

業に加えて.行動科学に恭づくワークシートに

よる課題と授業時間外に行うアクティブ-ホー

ムワークを付加することによって句身{本活動出j

:;fuの心理-行動・生翌日(1<]変数への包抗的な正の

効来が得られたと報告している。長|河 (2011)

は.女子の大学 11，1~!jミを対象に，通常の実J支授

業に加えて. ピアラーニング. 目標設定，セル

フモニタリング， ソーシャルサポートなどの行

動変容絞j去をJFJし、て介入したところ，非介入]f:r:• 

介入鮮ともに運動行動ステージは前進し，長!日洋

に有意差が認められなかったものの，個人の;運

動行動ステージの変化を見ると. 1"少なからず

介入の効果はあったjと報告している。

また. ICT (Information and Communication 

Technology)の発展によって. ICTを使って生

活習慣への介入を試みる研究もえられるように

なってきた。

Marcus et a1. (2009) は.千ンターネット

を利用した運動プログラムの効果についてレ

ビューし，インターネットを利用した介入はこ

れまでに行われてきた他の効果的な方法と向様

に，産業中心の生活をしている人びとの運動行

動を変える効果があると結論づけている。ま

た. UJ 津と熊谷 (2010) は，囲内外の ICTを

活用した身体活動介入プログラムに関する研究

をレビューし介入の効果を高めると考えられ

る要因は，対象者との接触回数，介入期間，プ

ログラムの利用状況、複数の介入方法であると

している。

一方. PF成 27年度版情報通信白書J(総務

省， 2015) によると.20 fttJ、下のスマートフォ

ン利用率は，フイーチャーフォンとのjgj:用を合

わせると. 85.1 %にのぼり，多くの若者が常H寺

インターネットに接続された環境を有するよう

になっている。また.20千t以下のコミュニケー

ションのあり方には変化が見られ，身近な友

人や知人とのコミュニケーション手段は. i対

面での会話jが最も多いものの，それを除く

とI"LINE等のメッセージングアプリでのテキ
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ストのやりとり」が メールjや「電話」

よりも高い割合でFFJいられていると報告してい

る。

以 i二を合わせて考えると，大学生を含む 20

代以 iごの若者に対して，彼らがEI によくキIj

JIJしているスマートフォン上のサービスを介し

て，運動・スポーツの実施につながるような働

きかけを行うことで，彼らの行動変容を促すこ

とがWJ1:?f:できる。

そこで本初l究では，定 11寺の大学体育授業受

講者に対して.通常の体育実技に加えて， Web 

ブオームおよびSNSといった大学生に親しみ

やすし¥ICrサービスを使って，毎週の授業内

容の整理と1::1'{~'の運動・スポーツ活動の振り返

りを行わせ，それらが体育授業o、外のEI'14;'場認
における;運動-スポーツ活動実施に対してどの

ように影響するかについて検討した。

2，方法

2，1 調査対象

T大学の初年次学生のうち.2つのH寺|浪に開

設された，基礎体育 fフィットネストレーニン

グ」の受講生を調査対象としたo T大学では 1

年次および2年次に対して，体育実技が必修科

目として課されており，この授業の受講者は，

すべての者が科目選択において 10科話(種目)

以上の選択肢から当該科目を第一希望として選

択していた。これらのうち，調査への協力が得

られ，必須i回答項13にすべて|回答した 50名(男

子 31名.女子 19名)を分析対象者とした。な

お，このうち現在運動部に所属している学生は

24名(男子 20名，女子4名)であった。

2，2 授業内容

表1に.授業の概要を示したoT大学では 1

コマの授業時間は 75分郊であり，基本的には

出欠咋認とウォーミングアップで約 10分間，

メインの内容を約 50分1m，クールダウンおよ

び次回授業の連絡伝達を約 15分間という時間

配分で授業を実施した。ただし 41TIl13，71TIl 

目， 8 1TIl 1~1 の授業前半には， A4 :1:lj 1枚の資料

を配布して， トレーニングの理論的背景および

体力測定の意義・数値の見方に関する講義を約

30分な実施しその後約 45分間の実技を実施

した。そして，毎回の授業後には， i'受業内容の

振り返り(授業1:1:1に実施したこと，そこから学

んだこと，感想)と各国!の間に実施した運動を

振り返る設11:¥1内容で構成された¥iVebフォーム

(Google社が提供するサービス IGoogleフォー

ム」を干IJm)への入力作業を諒した。入力の

タイミングはとくにJ百示せず，入力の有M，お

よび内容が成績fJ'le{llliに含まれることを説明し

た。 Googleフォームは， さまざまなデバイス

の画面に対応したレスポンシブデザインを採用

しており，受講者がその時々で最も利用しやす

い環境から利用できることから採FFJした。ま

表 1 授業の概111各

回 授業概要 理論的補足

1 科目選択オリエンテーション

2 自重を用いた体幹トレーニング

3 トレーニングマシンの説明，体験

4 ジョギング体験 有酸素運動の意義など

5 体力測定(崖内種自)

6 体力測定(屋外種目)

7 トレーニング機器 (5部位)の選択 体力測定の意義・数値の見方

8 7で選択したマシンで10巨IX3セット レジスタンストレーニングの意義

9 有酸素運動30分十レジスタンストレーニング30分

10 有酸素運動30分十レジスタンストレーニング30分
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た. SNS (LINEグループ)による授業へのリ

マインドを. 2 I亘"ヨの授業直後 C¥iVebフォーム

の URLを.4 I回目前 EI (事前の水分補給

などの官jJI). 4 I!耳目. 5 ITIl r~l 直後 (Web フオー

ム入力促進).最終IITJi直後(トレーニング室利

JlJの促進)に実施した。連絡手段として LINE

を選択した理EJt!としては. 1 I問育司II~釘Eヨi の J短授受受，業 i時l時寺に受

i雨品品誠lA品持iq昨惇jEiiト一者に対対.して. 電子メール. LlNE. ウェブサ

イトでの掲示の 3つの':j:1から述絡手段を選択さ

せたところ，全員がLINEを選択したことによ

る。なお.今1m対象とした 2つの授業の実施回

数は与もなか一一方は 10IIlI.他方は 9JD.Iであっ

た。 I弱者とも 1~ 91IT1 I~1 の授業概要は同じであ

り、一方の授業の 10回目は 91白白と同じ内容

で実地した。

2.3 調査方法

調査は. I大学における体育授業に関する制

:JtEJ と t~ して. 2015年7月 i二句カ、ら iニ!こ!旬に治、

けて. Googleフォームを用いてインターネッ

トを介して実施した。この期間は，最終授業終

了後 2 週 I~I ~ 3 週 I~I にあたった。最終授業 11寺に

調査実施の予告をし誠査開始時に受講者全員

を対象に LINEグループによって URLを出:矢口

した。 1設柊授業11寺，調査 Im~白メッ七一ジ送付 11ネ

および調査冒頭の説明文において.本調査への

協力は I~IEI:I 意志で、あり. IITl答に協力しなくても

不利益を被らないことを繰り返し説i珂した。

2.4 調査内容

表2に，調査にJ'FJしEた設IIIJ項目を示した。

表2 調査項目

Q1-[ 受講IJti:II与ドH
Q 1-2 乍1徒系~-}

Ql-:1. i¥名

01-'1. 1¥高校IIIjのjlli動(fll活動

QI-5. J見{J:のilli!立)jifllfiliUYJ
Q2-1. 1" ;ft2の5Julご!のq:Jで、受講fiij3ヶJjIUI (今年1)i-3)J)のあなたの考えや行動{こ肢も当てはまるものをlつ選択してください。

・わたしは当時、 (学校の{受業以外で)迎ífi)jをしていなかった。また、将 *rl~J (6ヶ月以内)にもするつもりはなかった。

・わたしは当時、 (学校の{受楽以外で)述lfVJをしていなかった。しかし、将来的 (6ゥバ以内)には始めようと忠、っていた0

・わたしは当時、 (学校の{受業以外で)i密閉jをしていた。 しヵ、し、定JWrJではなかった。
-わたしは当時、定期的に運動をしていた。しかし、必めてからまだ問もなかった (6ヶ月以内)。

わたしは、'i時、定JOI的lこillilfVJしていた。また、長銀I(6ヶ月以上)にわたって継続していた。

Q2-2-1 少し疲れているときでも、運動する自信があった。

(.)2-2-2 あまり気分が釆z らかし、ときでも、運動する I~I 信があった。

(.)2-2-3. 忙しくて11抑りがなし、とさでも、 illilfめする自信があった。

Q2-2-tl 休暇(休日) 11]でも、 ill.i[[!Jする自信があった。(賞者|基!項1=1)

Q2-2-5 あまり天気がよくないときでも、運動する自信があった。

Q3-1. Wcbフォームによるレポート促iJ¥i立、簡単であった。

Q:l-L W(.'bフォームによるレポート従i討を釘越することは、負担であった。

(.)3-3. ¥¥'cbフォームによる毎週のレポート挺11¥によって、 i巡I::'JのjlliiWJを振り il語ることができた。

Q:l-'1. ¥¥'cbブオームによる待遇のレポート提出は、 J受業以外にillilfilJを実i悔するきっかけとなった。

Q3-S. j受業:内で波されたプりントや級事をmいた説IYli立、段業以外にillHlt)Jを実Jj包するきっかけとなった。
Q3-6. j慢業内で]'::1際に身体を抑jかしたトレーニングの体験l土、授業以外に運動を実施するきっかけとなった。

0:3-7‘Ll N[~による官ebフォームへの入力 ~7インドによって、 1週刊行の運動を絞り返ることができた。

Q3-8. L lNどによる iili絡方法l士、授業に I~Jする疑問を解決するのに有効であった。

(.):1-9. Ll NI~ メ、:;rt三一ジの授受及び官官bフォーム入力に用いたデノくイスを fすべてJ;選択してください。(複数可)

スマートフォン ・ブイーチャーフォン(ガラケー) ・タブレット端末 . I)C (自己保存) . PC (国務館等) ・その他

Q'1-I. 1ご記の5J支局の[1]で、現在のあなたの考えや行動にj最も当てはまるものをlつ選択してくださし、

わたしは反復、 (大学:のJ授業以外で)運動をしていない。また、これから先 (6ヶ月以内)にもするつもりはない。
・わたしは現在、 (大学の授業以外で)運動をしていない。しかし、これから先 (6ヶ月以内) !こは始めようと思っている 0

・わたしは攻在、 (大学:のJ受業以外で)運動をしている。しかし、定期的ではない。
-わたしは現在、定期的lこ運動をしている。 しかし、始めてからまだ開もない (6ヶ月以内)。

・わたしは現在、定期的に運動している。また、長期 (6ヶ月以上)にわたって継続している。

削 2-1 少し疲れているときでも、運動する自信がある。

Q'I-2-2. あまり気分が采らないときでも、運動する自信がある。

04-2-3. 忙しくて時間がないときでも、運動する I~l{言がある。

Q4-2-4. i*1I1主(休日)中でも、ill.!IfPJする自信がある。(無関項目)
(.)4-2-5. あまり天気がよくないときでも、運動する自信がある。
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Q2-2-1 ~ Q2-2-5， Q3-1 ~ Q3-8， Q4-2-1 

~ Q4-2-5は， Iまったくそう思わないはり

から「かなりそう思う (5)jまでの 5件法とし

途中の数字 (2~ 4) に対する説明は付加しな

かった。それぞれの調査内容の目的と選択根拠

は以下のとおりで、ある。

1) 受講前後の運動行動ステージ

対象者の受講前後の EI常生活における運動・

スポーツ習慣を Ilj=jらかにするため，開 (2000)

による運動行動変容段階の定義にもとづいて，

け!け現心(前熟考)期」から「維持期」まで

の5つの行動変容段階から，自身が最も該当

する段階を 1つ選択させた (Q2-1， Q4-1)。

Prochaskaによるトランスセオテイカル・モデ

ル (TfM:ProchaskaとVelicer，1997) は，行

動変容を評価するために多くのフィールドで利

用されており，運動習慣に関する研究において

も，介入のアウトカムを評価する代表的な指

標のーっとして利用されている(LL!津と熊谷，

2010)。表2の Q2-1および Q4-1に示した選

択肢のjこからそれぞれ， 11!!fi関心期J. I関心~VU ，

f準備WJJ.i実行期U， I維持~~U とした。また，

ここでの定期的な運動・スポーツ活動とは， 11 

IITIあたり 20~ 30分以上の運動やスポーツ活動

を :ìlm 2~3 回以上行うこと j (1司. 2000) とし

それには大学体育授業での活動は含まないこと

としt:.o

2)受講前後の運動セルフ・工フィカシー

対象者の受講前後の運動セルフ・エフィカ

シーを 1~3 らかにするため，間 (2003) が用いた

5項目の運動セルフ・エフイカシー尺度を用い

た (Q2-2-1~ 2-2-5， Q4-2-1 ~ 4-2-5)。先

行研究(荒井ほか. 2009:同， 2003) を参考に，

無関項詔である f休戦(休日)rl:Jでも，運動す

る自信があったJを除く 4項目の得点合計を運

動セルフ・エフイカシ一得点 (Q2-2，Q4-2) 

としfこ。

3)運動・スポーツ促進効果

運動前後の運動行動ステージおよび運動セル

フ・エフィカシーに影響する要因を検討するた

めに， Q3-1 -----3-8を設定した。また，受講生

のインターネットへのアクセス手段を把握する

ために， Q3-9を設定した。

2.5 統計処理

受講前後の運動行動ステージおよび運動セル

フ・エフイカシ一得点の平均値の差をよと!絞する

ために，受講(前・後)を被験者内安iま1.性別j

を被験者IMj安Itlとした 2要因の分散分析を行っ

た。 同オ長に， Q3-3とQ3-7，Q3-4 ~ Q3-6の

平均値の差を比較するために，項目を被験者内

要因，性別を被験者間要国とする 2要因の分散

分析を行った。また，受講前後の運動行動ス

テージ得点の差(差得点)を言l'算し受講I誌

のセルフ・エブイカシー得点およびQ3-1から

Q3-7までの相関行列を作成した。さらに，差

得点を従属変数とし，後述する項目を独立変

数としたステップワイズ法による重回帰分析

を行った。統計解析ソフトには JMP11.0(SAS 

Institute) およびSPSS22.0 (IBM) を用い，

有意水準は 5%としたO

3. 結果

3.1 受講前後の運動行動ステージの比較

表3に，受講前後の運動行動ステージ (Q2-1，

Q4-1) の結果を示した。受講前は， 1関心jtJJj

にあった者が50名I=!:J21 t， (42%)と最も多く，
次いで「無関心期j.1維持!ljjjの)1聞に多かった。

一方，受講後は「関心期Jおよび「実行期」が

それぞれ 14名 (28%).次いで「準備jUUの)11区

に多かった。

げくに，無関心!拡を 11Jとし， 以下jllHに維持

期の fむまで，各ステージを整数で得点化した。

I~ 1に受講前後の得点の結果を運動セルフ・エ

ブイカシーの結果とともに示した。

受講者全体の受講iWの平均得点は 2.16:i: 

1.25 (平均f直土標準偏差.k)、 -I~I可じ)，受講後

は2.84土1.23であった。受講(f:m・後)と性
別による 2要部の分散分析をおこなったとこ

ろ，受講前と後に有意差が認められ (F(1，48)

「-;)一一



= 12.19. p = .001).性差は認められず (F(1，48) 

= 1.90， p .17)，交互作用は有意傾向を示し

た (F(l，48)= 3.05， p=.09)。

受講i1iIi去の運動セルフ・エフィカシー

全体で見ると受講{JIJ(Q2 が 9.28::t: 3.14， 

受講後 (Q4-2)が 11.18::t: 3.53であった。'受

講前後の得点を tl:~IJ とともに分詩文分析をおこ

なったところ，受講(iIII・後)の主効来に有意

先が認められ (F(1，48)= 24.67， pく .0001)，

tl:JJIJの主効果は有意ではなく (F(1，48)= .30， 

p = .58)，交1工作FFlが有志;で、あった (F(1，48)= 

4.82. p = .03)。すなわち.男子の変化が大きく，

受講後は女子と間程度となっていた。

3.2 運動行動ステージの変化と授業内容との関

{系

受講Htrj去の;述勤行動ステージ得点の差(差得

点)を計算し受講前のセルフ・エフィカシー

得点およびQ3-1から Q3-7までの相関行列を

作成した。表4にその結果を示した。

差得点と存意なHI関関係に合った項目は，

Q3-3 IWebフォームによる毎週のレポート提

出によって， 1週間の運動を振り返ることがで

きた。J(I・ 0.41)，Q3-5 I授業内で渡された

プリントや板書:をnJit1た説明は，授業以外に運

動を実施するきっかけとなった。J(r=0.34)， 

Q3-7 ILINEによる Webブオームへの入力リ

マインドによって， 1週間の運動を振り返るこ

とができた。J(1' 0.32)の3つであった。また，

差得点以外の項目 1M]でもいくつかの相関関係が

認められ. Q3-31Webフォーム・・・振り返るこ

とカTできたJとQ3-4I刊Tebフォームー・きっか

けとなった」およびQ3-3とQ3-7iLINE-"i反

り返ることができたjについては，相関係数が

それぞれr=0.68.I・立0.58と0.5を超えていた。

差得点と各項目との関述が示唆されたことか

表3 受講前後の運動行動ステージ

受講mi
Jt在日n心月!
関心JUl
市街UlJl
J走行JlJJ

制í~持 JUI

〉玄宣ζω三!I):{λu 

1!空間心j~J !羽心Wl 準備期 実行j~l 維持期

ら(12.0%) 3 (6. 0話) 6 (12.0拡) 2 (4.0首)

1 (2.0拡) 7 (14.0話) 4 (8. 0払) 9 (18.0出)

3 (6. 0出) ] (2.0九)

2 (4.0覧) 1 (2.0拡)

1 (2. 0弘) 1 (2.0弘) 3 (6. 0拡)

8 (16.0弘) ].1 (28.0出) ]0 (20.0出) 14 (28.0切) 4 (8. 0出)

男一一一女 川*pく001

5.0 一一一一一一ー一一一一一ー 16.0 

4.0 一一一一一一一一一一一一一一一
党**

得 3.0 一一一一一一一一一一一一一_2主主一一

点 25L-ープ2.81

1.88 

1.0 

0.0 
Q2-1 Q4-1 

運動行動ステージ

14.0*言玄一一一一一一一一一一一一一

12.0 寸て3S--
9.96 ___，，_.，..ι 

10.0 ----ヲコ竺ー__jユ2丸一

一一一一一8~6

4.0 

2.0 

0.0 

Q2-2 Q4-2 

運動セルフ・ヱフィカシー

17 (34.0%) 

21 (42.0目)

4 (8. 0的

3 (6. 0出)

5 (10.0出)

50 (100.0出)

II<.I 1 受講前後の運動行動ステージ得点および運動セルフ・エフィカシー得点の結果

-6-



ら.詳*111を検討するため，ステップワイズ法に

よる重臣i帰分析によって，差得点を従属;変数と

した独立変数の絞り込みを行った。表5に重

liil帰分析の結果を示した。

性別，および運動ms活動への所属の有無を尋
ねた Ql-4. Ql-5を名義尺度の変数としそ

れ以外の受講niJの述動セルフ・エフィカシー得

点 (Q2-2)，Q3-1~Q3-8，さらに毎授業後の

Webフォームへの回答数"授業Ilj'jの日常での

巡動実施回数実施率. Webフォームへの遅

延EI数(=入力 EI-授業日)，出JfWlm数. 11'，布

団数に誌づくIfi]答率 (=1ヨ答数/(/J¥Jl古数-1)) 

を1M]I塙尺j支の変数として分析を行った。さら

に， BIC基準での変数増加j去による絞り込みを

おこなったところ， Ql-5 i現在の運動部活動」字

Q3-3iWebフォーム・・・振り返ることができたJ.

さらに Q2-2 i (受講前)運動セルフ・エフイ

カシ一得点Jが選択され，これらを独立変数と

した重1m帰分析モデルを分析した。その結果，

l可モデルの説明率は .309となり， Q3 -3 i"¥iVeb 

フォーム 振り返ることができたjと報告した

ほと受講後の差得点が大きい，すなわち

運動行動ステージ得点増加が顕著で、あった(回

帰係数 0.64，F(1，46) = 15.62， pく.001)。差得

点の平均は，現在運動部活動に所属している学

生が0.96j: 0.95，所属していない学生が0.42

土l.65 であり，間群 I~~J に有意差が認められた

(F(1，46) = 7.92. pく.001)。この結果は，大

学で運動部活動に所属している学生のほうが，

運動行動ステージ得点が増加したことを示し

ている。なお. Q2-2は有意ではなかったが

(F(1，46) =3.97， p=.052)，受講前の運動セル

フ・エフイカシ一得点が高かった学生ほとと運動

行動ステージ得点が変化しにくい矧向にあっ

た。

3.3 ICTサービス活用の容易性と効果

Q3-1 iWebフォーム・・・簡単であった。」に

対する回答の平均は 3.96土 1.09，Q3 -2 i¥"1eb 

フォーム・・・負担であった。jの平均は 2.26土

0.99で、あった。

i豆12に. Q3-3 iWebフォーム...振り返る

こと均三できた。」 とQ3-7iLINEによる・・・リ

マインド...を4長り返ることができた。J. Q3-4 

iWebフォーム・・・きっかけとなった。J. およ

びQ3-5i…プリントや板番-一きっかけとなっ

た。J.Q3-6 i...トレーニングのイ本j校一・きっか

けとなった。Jの結果を示した。 Q3-3とQ3-7

の 2 項 I~I と性別による 2 要因の分散分析を行っ

た結果，性別の主効果が有意で (F(1，48)= 4 .92. 

p = .03). 男子の得点が高いことが示11変され

た。項目[1，¥1の主効果 (F(1，48)= .35. p = .56) 

表5 ステップワイズ重i亘刊誌分析の結果

エ頁 総定{直様準誤差 L値 段1111ft P11立
ハ《
υ

d

“1・
Q
4
d

z
o
f
I
Q
υ
 

ハ
コ
。
。
ハ
同
J

什
〈
リ
内
ノ
】

a
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a

-
i
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n
h
U
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U
H
n
U
 

3
・a
s
I

ハU
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A

U

ハ0

0

6

r
む

つ

υ

3

0

1

 

n
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r

o

-

-

n
u
n
u
n
u
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υ
F
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7
-

一

一

一

っυ
1
A
O
L

ハU
W

ハ
対
日
u
q

ハ
リ
円
i
l

ゆ
ム

0

6

5

 

ハ
リ
ハ
リ
ハ
U

ハ
U

A
リ

ハ

υ

μ

ハU

ハハ
U

P

り

A
什白

A
凡』

A
ベA

表4 受講前後の運動行動ステージ得点の差(差得点)と調査項自との杵11喝行列

差得点 Q2-2 Q3-1 Q3-2 由3-3 Q3-4 Q3-5 Q3-6 Q3-7 

止三立zニ1ノ一て位j:}2ヰ、 1. 00 

Q2-2 -0. 12 1. 00 

Q3-1 O. 02 0.10 1. 00 

Q3-2 O. 18 -0.05 -0.29 * 1. 00 
Q3-3 0.41 ** 0.05 0.41ヰキ -0. 15 l. 00 

Q3-4 0.21 O. 03 0.31 * -0. 08 O. 68ネ** 1. 00 

Q3-5 0.34 * 0.04 0.21 -0.04 O. 42牢牢 0.37 *キ 1. 00 

Q3-6 0.23 -0.08 O. 07 O. 19 O. 27 O. 33ヰ O. 44本中 1.00 

Q3-7 0.32ヰ 0.11 0.29 * -0.06 0.58 *牢ヰ: 0.40ヰ* O. 39本木 O. 24 1.00 

* pく05 本* pく.01 ヰキ* pく.001
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および交互作HJは，いずれも有意でなかった

(F (1，48) = .35. p = .56) 0 Q3 -4. Q3 -5. Q3-6 

の平均値について.3項目を被験者内要因とし

性別との 2要Itlの分散分析を行ったところ，項

目11'りの平均値の差が有意であった (F(2，96)= 

26.46. pく.001) ため，下位検定として隣り合

う水準!日jで対比検定を行ったところ. Q3-4と

Q3-5の!日j(F(1，48) = 16.60. pく.001). Q3-5 

とQ3-6の1m(F(1，48) = 11.76. p = .001)の¥;¥

ずれにも手T):主恐が認められた。また，性別の主

効果は有意であった (F(1，48)= 5.82. p = .02) 

が.交互作用は有志;ではなかった (F(2，96)

= .80. p == .45) 0 

Q3-8 iLINEによる述給方法は，授業に泌す

る疑問を解決するのに有効であった。」に対す

る回答の平均は 4.32:t 0.87であった。 Q3-9

iLINEメッセージのJ受受およびWebフォーム

入力に ]:1れ 3たデバイスjの使用率(複数回答可)

は.スマートフォンが 100.0%. 次いで PC (I~! 

己保有)18.0%.PC (図書館等)6.0%.タブレッ

ト端末 4.0%で， フィーチャーフォンは 0.0%

であった。

4. 考察

4.1 大学における体育授業が運動行動ステー

ジに及ぼす効果

本研究の I~j 1'19は，大学生を対象として，通

盤〉弓;p<.05 

n.S 

5.0 

4.0 

円

uq叫

得
点

2.0 

1.0 
Q3・3 Q3.7 

常の体育実技に加えて， Webフォームおよび

SNSを使って.毎週の授業内容の整理と Ef'{1~' 

の運動・スポーツ活動の振り返りを行わせ.そ

れらが体育授業以外の日常場面における運動・

スポーツ活動実施に対してととのように影響する

かを検討することであった。

9 ~ 101mの受講前後での運動行動ステージ

は，平均得点で見ると 2.16(関心WJ付近)か

ら2.84(準備期付近)へと有意に前進してい

た(1~11) 。このことから， Webフォームによ

る毎週の振り返り作業を含む，本研究で実施し

た授業内容は，受講者の運動行動ステージを前

進させる効果があったといえる。しかしなが

ら，本研究は.通常の体育授業内における受講

者を対象に実施しており.コントロール群を設

定していないため. Webフォームや SNSの利

用した場合と利HJしなかった場合で， どの程度

運動行動ステージの変容に影響したのかを明ら

かにすることはできない。

そこで¥参考として本研究と向様に，初年

次の大学生を対象に介入研究を行なった荒井ほ

か (2009)および長問 (2011)の結果を得点化

し表6に示した。受講前後における運動行動

ステージ、得点の変化.運動行動ステージ変化の

割合ともに，本研究の結果は，荒井ほかと長関

の介入群の結果の中間にあった。それぞれの研

究において，受講前における対象者の運動行動

掴〉口;p<.05 

5.0 

4.0 

3.0 

2.0 

1.0 
Q3.4 Q3.5 Q3.6 

鼠男口女叫が001

図2 Q3 (ICfサービス活用の容易性と効果に関する設問)の主な結果
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ステージの段階は呉な 1).授業内容.授業i亙i数‘

介入方法等も異なることから，単純に比較する

ことはできないが，本研究で実施した体育実技

およびICTサーピスを利用した補助的手段は.

他の行動科学に基づいた介入研究と同に，補

助的手段を)FJいなかったj易合と比べて運動行動

ステージをポジティブに前進させることができ

たと考えられる。

セルフ・エフィカシーは，行動変容の

ステージ，行動変容のプロセス，意思決定の

バランスとともに社会認知!理論の統合モデ

ルである γrMを構成する 4要素の lつである

(ProchaskaとVelicer. 1997)。運動行動ステー

ジ(行動変容のステージ)と述動セルフ・エフイ

カシーとの関係について検討した研究は欧米を

rl~1心に数多くれ:われ，運動行動ステージが後期

の人ほど.illi動セルフ・エフィカシーを高く評

価iする fq~1旬が認められている(I時.2003)。また，

McAuleyとBlissmer(2000)は.運動セルフ・

エブイカシーは，身体活動・運動の実施によっ

て向 i二すると指摘している。本研究は「体育実

技」受講者を対象に実施していること，受諮後

にj連動七ルフ・エフイカシーおよび運動行動ス

テージ、f広三(が高くなったこと (1~11) から. I体

育実技を通して運動実施に対する自信(運動セ

ルフ・エフイカシー)が高まり，運動行動ステー

ジを前進させることにつながったJと解釈でき

る。

4.2 ICTサービスによる補助活動が運動行動

ステージに及ぼす効果

受講前後の運動行部jステージの変化に影響し

た要因をl明らかにするために.差得点と授業

内で行われた働きかけとの関係を見たところ，

Q3 -3 I¥iVebフォームによる毎週の振り返り J

(1'=0.41) や Q3-7ILINEによるリマインドj

(r=0.32) が. Q3-5 I授業内で波されたプリ

ントや板書による説明J(r = 0.34) と向様に.

運動行動ステージの前進(廷得点)との間に有

志;な相関関係が認められた。また，その結架

を受けて行った重回帰分析では， Q3-3 IWeb 

ブオームによる振り返り」ができた学生ほと¥

また Ql-5I現在運動部活動に所1認しているJ

学生ほど，運動行動ステージが前進していると

いう結果であった。 Iこ述したように，本研究で

はコントロール群は設定していないが，この結

呆から. Webブオームによる振り返りの有効

性が示唆された。

LLl津と熊谷 (2010) は，介入の効果を高め

られる要因として，対象者との接触図数や複

数の介入安素をあげ、ており.Vandelanotte et 

a1. (2007)は，参加者との銭触回数が5回以上

の1i)f究で介入効果が高まっていたと報告して

いる。 Q3-9の回答に見られるように，本研究

の受講者のスマートフォン利用率は 100%であ

りに括毛布;しているデバイスを通して Web

フォームによる振り返りや. LINEによる詑較

的頻繁なりマインドを行うことで¥運動を想起さ

せる機会を増やすことに貢献したと考えられる。

King et al. (2008) は，スマートフォンの

一世代前のデバイスである PDA(携帯型コン

ピュータ)を{史って. 1 EI2閤 2---3う子程度の

身体活動に関する質問への回答と毎日および毎

週の個別フィードバックを行ったところ，仁|コ高

表 6 運動行動ステージに関する介入研究を行った先行研究との比較

運動行動ステージ(点) 運動行動ステージの変化(払)

受講前 受講後 前進 1!\~変化 後退

本101ザモ 2.16 2. 84 52. 0 36. 0 12. 0 

荒井ほか (2009) 介入群 2.80 3. 17 39. 7 48.8 11. 6 

~I三介入~j平 2. 82 2.61 20. 3 48. 3 31. 4 

長問 (2011)
介入群 1. 70 2. 83 70.0 25. 0 5.0 

非介入~r!(: 1. 92 2.65 48.8 36.6 14.6 
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齢者の身体活動量:が有志;に増加したと報告して

いるが.本研究の結来も.身体活動への意識づ、

けを常に行わせることが行動変容に有効である

ことを支持するものといえよう。

また. ;illi JdJ 1~1) ~Ilî ili)J ~こしてし、れば. I~I r!.~ ~こ

j主部IJ.スポーツを実施する機会はj甘えることか

ら.所属していない場合と比i絞して， より運動

行動ステージが前進したというがi呆は妥当なも

ので、あるといえる。

i完12にえられるように. ICf 活用によって I~I

らの身{本j汚動を振り返ったり，運動を実泌する

きっかけになったという IrlJ答は，男子の方が女

rーよりも P"'Jかった。このことが，受tJWf.TiiJ後の述
動セルフ・エフイカシ一得点の性差や運動行動

ステージの前進にしていたと考えられる。

すなわち.本側究の対象とした男子学生は久

子学生よりも IC丁前)j:Jの効栄が高かったと考

えられる。しかしゃ本研究で、は各対象者の ICT

而 )IJ 状?J~を iûlû 貸していないため， この差が性差

によるものなのか. ICTのh1iJlJ頻度や活JfJスキ

ルによるものなのかを明らかにすることはでき

ない。また. iJ受業以外に運動を実施するきっ

かけ」について. Q3 -6 i授:業1)'1で実際に身体

を動かしたトレーニングの体験J. Q3-5 í~受業

内でil立されたプリントやイ瓦書を矧いた説l明J.

Q3-4 iWebフォームによる勾:週のレポートJit

n'， JのJllrlに千[1: く，それぞれに有意差が

認められた(1割引。 Normanet al. (2007) は，

専門家による対面指導は ICf通して提供され

るプログラムだけと比較して運動や食行動の

変容に|到する効果が高かったとする制究と逆

に効来が低かったとする研究の双方があったと

報行している。本州究の質問は，受講者の主観

をえ11ねたものであか実際にいず、れが効果的か

ということを比較するものではないものの，本

{IJI究の結果は「トレーニング体験Jや「対面で

の指導」がIcrサーピスよりも行動変容を促

す"J能性を支持するものといえる。ただし複

数の介入方法が行動変容に有効である(LLI津と

熊谷. 2010) ことから.rCfサーピスの活用が

不安ということではなく. iトレーニング体験」

や「対面での指導」に加えて.rCfサービスを
補助的に活用することで. より行動変容を促す

ことにつなカすると考えられる。

本f司令究は，約 3 ヶ月 1mの受講則的終了 2~3

週間後に. I~I 分の意志で、研究に協力してくれる

受講生を対象に調査を行った。受講終了からJjjJ

11¥jカマ品、てしまうと調査への協力が難しくなっ

てしまうことから， このタイミングで実施した

が，行動変容に対する効来をil!lJる←i二で、最善とは

いえな¥"¥0 Vandelano仕eet al. (2007)が指摘す

るように. rcrを利用した介入は，短期的には

効果的であっても長期にわたる行動変容にはつ

ながっていない可能性もある。

大学生を含む 20代以ドの若者の大部分がス

マートフォンを利用し LINE等でのコミュニ

ケーションを好んで利JrJしているとはいえ，本

研究で実施した調査方法は.¥Vebフォーム等

のIcrサービスの利用に対して抵抗がない学

生が多かった可能性が考えられ，それが結果に

も影響していたことも考えられる。今後は，対

象者の意志を尊重しつつも， より広範に長期jIllj 

の追跡が可能となるような，研究デザインを検

討する必要がある。

さらに. rCfは日進月歩で変化しており，こ

うした変化に敏感な 20代以下の若者に多用

されるサービスも日々変化している(総務省，

2015)。今回nれ 1たWebフォームや SNS(LINE 
グループ)に限定されることなく. y4tJ=FJ対効果

等も考え，最も適切な方法を探っていく必要が

あると考えられる。

5. まとめ

本研究では，大学生 50名を対象として.通

の体育実技に加えて. Webフォームおよび

SNSといった彼らに親しみやすし、 ICfサービ

スを使って，毎回の授業内容の整理と E::I常の運

動・スポーツ活動の振り返りを行わせ，それら

が体育授業以外の臼常場面における運動-ス

ポーツ活動実施に対してどのように影響するか

-10-



について検討した 0

9 ~ 10 IITIの授業とその後の Webフォーム等

によるJ長り返りを通して， トランスセオレテイ

カル・モデル (γfM) に基づく運動行動ステー

ジは受i昔前後で、有意に前進し運動セルフ・エ

ブイカシーも不干7主に1Iリ!二した。ステップワイズ

r[( II}I帰分析の結果. ¥̂1ebブオームによる振り

返りが有効であったと答えた学生ほど，述勤行

IHJJステージが前進していた。このことによっ

て.体育実技に加えて rCfを使った身体
述動への意識づけを行うことが行動変容の程度

を高めることが示i凌された。
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